
マテリアリティとSDGs

環境・社会課題認識 マテリアリティ 関連するSDGs

　マテリアリティに真摯に取り組むことが、第6次連結中期経営計画
の目標達成と、社会課題解決への貢献に結びつくとの認識の下、
サステナブル経営を強化すべく組織や制度のあり方も含めて今後
見直しを行ってまいります。
　また、グループ理念の実現や第6次連結中期経営計画の達成に
向けた戦略を遂行する上で、時流に即したマテリアリティになるよう、

サステナブル経営強化に向けて

社会課題の認識にあたり、当社
グループが2006年に署名してい
る国連グローバル・コンパクトの
10原則を参考にしています。

国連グローバル・コンパクト※

再投資可能な
収益力の確保

 安全安定操業体制の磐石化
 IMO規制に先行し対応
 カーライフ事業の強化
 石油化学とのシナジー実現
 ヘイル油田投資の確実な回収

将来に向けた
成長ドライバーの強化

 石油化学の競争力強化と製品拡充
 洋上風力発電サイトへの早期進出
 国内／海外（アジア･アブダビ）における
次代の成長を担う事業の発掘

財務体質の健全化
 収益を基盤とした自己資本の充実
 キャッシュマネジメントの強化
 長期的な環境を見据え投資を厳選

グループ経営基盤の強化

 サステナブル経営の推進  連結中期CSR計画
環境施策の推進
人権・社会貢献施策の充実
安全施策の徹底
ガバナンス体制の強化

 働き方改革･業務改革による生産性向上
ダイバーシティの促進
RPA※・AI活用による徹底的な業務効率化

当社グループは、グループ理念の「持続的発展」の
実現に向けて皆様の生活を支えるエネルギーを
供給する責任ある事業活動を通じ、社会課題の解
決をめざしていきます。そのための指針として
SDGsの17の目標を尊重するとともに、当社の事
業に関連した上記の目標を重点項目として選定し、
積極的に取り組みを進めてまいります。※ Robotic Process Automation：ロボットによる業務自動化

人権
原則1 人権擁護の支持と尊重

原則2 人権侵害への非加担

労 働

原則3 結社の自由と団体交渉権の承認

原則4 強制労働の排除

原則5 児童労働の実効的な廃止

原則6 雇用と職業の差別撤廃

環境

原則7 環境問題の予防的アプローチ

原則8 環境に対する
責任のイニシアティブ

原則9 環境にやさしい技術の
開発と普及

腐敗
防止 原則10 強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取組み
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　気候変動や資源枯渇などの環境問題を始め、人権問題、

労働問題など、企業が取り組むべき社会的な課題は多岐に

わたります。

　当社グループは、社会に不可欠なエネルギーを安全・安定的

設定し、活動を推進することで、社会課題の解決に貢献すると

ともに、企業としての競争力強化を実現していきます。

　今後もグループ理念の「持続的発展」を実現するための指針

として、マテリアリティへの取り組みに注力し、SDGsの実現にも

に供給し続ける公共的な使命を担う企業として、事業を通じて

これらの社会課題を解決するために、メガトレンドを踏まえて

優先的に取り組むべきマテリアリティ（重要課題）を策定して

います。これらのマテリアリティに沿って目標やアクションプランを

貢献してまいります。

自社視点および社会的視点での重要度の検証を継続的に行って
まいります。
　社内外でのヒアリングも実施し、取締役会への報告等も実施する
予定です。

S

 社員の健康増進、長時間労働削減
 多様な人材の活躍、長期的なキャリア形成
支援

 顧客満足度の向上

G
 労働災害・重大事故発生防止
 重大製品（品質）事故発生防止

G
 リスク管理、不正防止
 ステークホルダーへの情報開示

エネルギー事業の
メガトレンド

世界のメガトレンド

日本のメガトレンド

パリ協定（温室効果ガス削減）

第4次産業革命（IT技術の革新）

EV普及の加速

脱化石燃料の動きが加速

※ 国連グローバル・コンパクト：1999年の世界経済フォーラムにおいて、国連事務総長が企業に対して提唱したイニシアティブ。企業に対し、人権・労働・環境・腐敗防止に関する10原則を順守するよう
要請している。

（第6次中計の基本 方針と重点施策）

 サプライチェーン全体のCO2排出量削減
 環境汚染物質の低減、資源循環の取り組み
 自然災害への対応

E

シェアリング経済拡大

再生可能エネルギー需要拡大

少子高齢化・労働力人口の減少

世界人口増加

気候変動・地球温暖化

低いエネルギー自給率

パンデミック

ダイバーシティ&インクルージョン

人権への配慮

詳細はP13
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